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一般報文 

2050年カーボンニュートラルの実現に貢献するための 
下水道分野における技術開発 

安倉直希・岩渕光生・田隝 淳・三宮 武
 

1．はじめに1 

 2020年10月臨時国会の首相所信表明演説にお

いて、我が国は2050年までにカーボンニュート

ラル（以下「CN」という。）を目指すことが宣言

された。下水道分野から排出されるGHGは、年

間約600万 t-CO2（2018年度） 1)であり、国内の

総排出量の約0.5%に相当する。当該分野でも温

室効果ガス（以下「GHG」という。）の削減が必

要である。 
国土技術政策総合研究所下水道研究部（以下

「国総研」という。）では、2018年度に下水道事

業における省エネや下水道資源有効利用の新技術

開発、導入促進等を目的として下水道技術開発会

議エネルギー分科会 2)（以下「分科会」という。）

を設置し、事務局を務めてきた。2021年度には

分科会において、下水道分野のGHG排出削減に

関する2030年までの中期目標及び2050年までの

長期目標の達成に期待される技術開発等を検討す

ることとした。具体的には、水処理・汚泥処理に

おけるGHG削減、創エネ・再エネ、下水処理シ

ステム全体の最適化、他分野への貢献等である。 
本報では、分科会委員のご意見を踏まえ、分科

会の成果として下水道の技術開発と導入において

取組むべきこと等を取りまとめたので報告する。 

2．2030年に向けて取組むべきこと 

2.1 2030年に向けた下水道分野における目標と取

組の方向性 
 地球温暖化対策計画において、下水道分野では、

省エネルギーの促進、下水汚泥のエネルギー化

（創エネ）の促進、焼却の高度化、再生可能エネ

ルギーの利用拡大により、GHGを2013年度比で

約208万 t-CO2削減することとしている。以下に

各分野の目標値と目標達成に向けた取組の方向性

を示す1)。 
（1）省エネルギーの促進 
──────────────────────── 

Technological Development in the Sewerage Sector to Achieve 
Carbon Neutrality by 2050 

 省エネルギーの促進により、電力消費量の年率

約2%の削減を確保し、約60万 t-CO2削減として

いる。現状の電力使用量は横ばいからやや増加傾

向であるため、一層の取組促進が必要である。 
（2）下水汚泥のエネルギー化（創エネ）の促進 
 下水汚泥エネルギー化率を37%まで向上させる

ことで、約70万t-CO2削減としている。2019年度

末時点で下水汚泥エネルギー化率は約24%であり、

自治体の導入計画の確実な実施、更なる取組の拡

大が必要である。 
（3）焼却の高度化 
 一酸化二窒素（N2O）排出削減のため、高温焼

却実施率100％、新型炉への更新等により、約78
万t-CO2削減としている。2019年度末時点では高

温焼却実施率は約73%であり、改築更新時に高温

焼却への確実な更新、更なる排出削減に向けた取

組が必要である。 
（4）再生可能エネルギーの利用拡大 
 下水処理場内等への導入促進により、約1万t-
CO2削減としている。2019年度末時点で、太陽

光約0.7億kWh、小水力約0.02億kWh、風力約

0.07億kWh、下水熱約90千GJの再生可能エネル

ギー利用がされている。目標は達成見込みである。 
2.2 2030年目標達成に向けた議論と技術開発項目 
 2.1に記載した目標値、取組の方向性を踏まえ、

分科会で検討した2030年目標達成のために導入

すべき技術及び技術開発項目を以下に記載すると

ともに、導入すべき技術例を図-1に整理する。 
（1）省エネルギーの促進 
 水処理設備について、処理方式や処理規模に応

じ、寄与率の高い反応タンク設備関連の効果的・

効率的な技術の導入・開発を推進する。汚泥処理

設備については、重油等石油系燃料利用が減少し

ていることなど効果が見えているものの、未対策

の処理場もあることから、処理方式や処理規模に

応じ、寄与率の高い汚泥濃縮機、消化タンク攪拌

機、汚泥脱水機等の効果的・効率的な技術の導
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入・開発を推進する。上記設備の個別導入にとど

まらず、水処理、汚泥処理についてシステム全体

として省エネ対策を推進することが重要である。

一方で、あまり猶予のない2030年までの時間的

制約や地方公共団体の厳しい経営状況等から、省

エネ設備への更新が困難な処理場が存在すること

を踏まえ、消費電力や運転状況の見える化などの

エネルギーマネジメントを通じた運転管理の工夫

により消費電力を削減する等、ハード整備に頼ら

ない総合的な取組を徹底することが必要である。 
（2）下水汚泥のエネルギー化（創エネ）の促進 
 創エネは、そのポテンシャルに対して活用の余

地が大きい。固形燃料化技術やバイオガス利用等、

下水汚泥のエネルギー化に関わる効果的・効率的

な技術の導入等を推進する。あまり猶予のない

2030年までの時間制約等から、大がかりな創エ

ネ施設の導入が困難な処理場が存在することを踏

まえ、例えば、小型発電設備の導入等、比較的簡

易な設備の付加による未利用バイオガスの活用を

推進する。 
（3）焼却の高度化 

引き続き、下水汚泥の焼却施設における燃焼の

高度化やN2O排出量の少ない焼却炉及び下水汚泥 
 

固形燃料化施設の設置を推進するための効果的・

効率的な技術の導入等を推進する。その際、焼却

熱を有効活用し、化石燃料の使用を抑制してエネ

ルギー自立化を促進する。 
（4）再生可能エネルギーの利用拡大 
 引き続き下水熱利用等の効果的・効率的な技術

の導入等を推進する。 
（5）その他の重要事項 
 （1）～（4）について、2030年までに実装可

能な技術の開発を推進するとともに、2050年も

見据え、調査研究等も含めた技術開発やモデル事

業を通じ、部分最適にとどまらず、下水道のシス

テム全体で最適化を推進する。また、脱炭素化に

向けたグランドデザインを各下水道事業で描き、

それらを地球温暖化対策の推進に関する法律に基

づく実行計画等にも反映して、着実に推進する。 

3．2050年に向けて取組むべきこと 

3.1 分科会における2050年に向けた取組概要 
 分科会では3.2に示す2050年における下水道分

野のGHG排出量の感度分析的な試算を行い、

GHG排出削減に効果的な技術分野を検討した。

また、下水道に関連する他分野の技術開発動向等 
 

図-1 2030年目標達成のために導入すべき技術例  
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を考慮して、下水道における技術目標、技術開発

項目を整理した。 
3.2 2050年度GHG排出量試算 
 現行の取組の延長線上で実施されることが想定

される取組を考慮した「現行トレンドシナリオ」

及びCNの実現のために更なる技術革新を考慮し

た「ゲームチェンジシナリオ」についてGHG排

出量を試算した。ゲームチェンジシナリオでは、

更なる技術開発とともに生ごみ等の有機性廃棄物

の一体処理などの地域連携等の効果が大きいこと

を示した。具体的には、次に示す取組を全て行っ

た場合には、下水道分野のCN実現の可能性があ

るという試算結果となった（図-2）2)､3)。 
・省エネ対策の実施 

最初沈殿池における流入有機物の除去率（回

収率）向上に伴う必要送風量削減とICTを活用

した効率的運転管理等による反応槽の動力削減

及びポンプ場で使用する燃料のカーボンフリー

燃料への代替。 
・水処理･汚泥処理のエネルギー使用量を下水道

のシステム一体で削減 
最初沈殿池における有機物の回収率向上によ

り、有効利用できる汚泥量を増加。 
・消化の促進等により、徹底的にバイオガス生成 
  消化率の向上に加え、消化ガス中のCO2と

カーボンフリー水素を反応させてメタン生成量

を増やす、いわゆるメタネーションにより発生

する消化ガスの有効利用。 
・生ゴミ等の地域バイオマスを含めて一体的に有

機性廃棄物処理を実施 
  発生汚泥を全量消化槽に投入し、さらに、投

入汚泥量（乾燥重量ベース）の50％の地域バ

イオマスを投入することにより発生する消化ガ

スを増加させ、有効利用。 
・バイオガス発電廃熱などの熱をフル活用 
  総合効率85％によるコージェネレーション。 
・水処理・汚泥処理過程で発生するN2Oの抑制対

策の実施 
 水処理過程で発生するN2O等の排出抑制方策

の確立と汚泥焼却による排出量のさらなる削減。 
・コンポスト利用などの他分野のCO2削減に資す

る取組の推進 
消化汚泥の全量コンポスト化により化学肥料

の製造削減に伴うCO2削減量も計上。 

3.3 2050年目標達成に向けた技術の整理 
3.2に示す試算の結果及び下水道分野と下水道

に関連する他分野における技術開発動向を踏まえ、

CNの実現に向けて重要と考えられる①全体最適

化に関する事項、②CH4、N2Oの排出削減に関す

る事項、③指標化、定量化並びに技術開発制度に

関する事項、④創エネルギー・再生可能エネル

ギーに関する事項、⑤地域バイオマスの活用に関

する事項、⑥農林水産物生産及び高付加価値製品

に関する事項を「2050年CNの実現に貢献するた

めの下水道技術の技術開発ロードマップ」として

整理した。その中では、16の技術目標、52の具

体的な技術開発項目を示した。また、特に2050
年に向けて対策効果が大きく、速やかに技術開発

を進めるべき25の技術開発項目を『実用化され

ていない技術分野』と『実用化されている技術は

あるが、更なる改善やメニューの充実を図るべき

技術分野』に分類・整理した（表-1､表-2）。 

4．まとめ  

 2021年度の分科会における様々な議論、委員

のご意見を踏まえ、2030年及び2050年に向け、

下水道分野がCNに貢献しうる技術開発項目等を

整理した。分科会では引き続き、表-1、表-2に記

載の技術開発目標1-1、2-8、3-1、4-1、4-2、及

び 13-1等の検討を行うとともに、それ以降も

GHG排出削減技術やシナリオに係る不断の検討、

見直しを行い、下水道分野がCNの実現に貢献で

きるよう取り組んでいく。 

図-2 2050年におけるGHG排出量試算の結果  
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 研究機関や民間企業等においても、技術開発・

実証に資する国の支援制度等も活用しつつ、CN
に向けた技術を進展させることに期待したい。 
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